
請願・陳情の御案内  

s郵政民営化法等の施行に伴う関係条例の整
備に関する条例の制定 
　（　 総務局行政情報課 4200-3656）等 
s地方公務員の育児休業等に関する法律の一
部を改正する法律の施行に伴う関係条例の
整備に関する条例の制定 
　（　 総務局人事課 4200-2125）等 
s市職員退職年金条例等の改正 
　（　 総務局職員厚生課 4200-2138）等 
s財産条例の改正 
　（　 財政局管財課 4200-2084） 
s市税条例の改正 
　　地方税法の一部改正に伴い、法人課税信
託の引受けを行う個人を市民税の法人税割
の納税義務者とすること、法人課税信託の
引受けを行うものであって信託資産等が帰
属するものとされるものの市民税の法人税
割の適用税率を定めること等のため改正す
るもの 
　（　 財政局税制課 4200-2189） 
s手数料条例の改正 
　　温泉法、建築基準法、租税特別措置法、租
税特別措置法施行令及び地方税法施行令
の一部改正に伴い、所要の整備を行うため
改正するもの 
　（　 健康福祉局生活衛生課 4200-2443） 

　（　 まちづくり局建築情報課 4200-2754） 
s心身障害者総合リハビリテーションセンター
条例の改正 

　（　 健康福祉局障害計画課 4200-2682） 
s老人いこいの家条例の改正 
　　百合丘老人いこいの家を新設するため改
正するもの 

　（　 健康福祉局高齢者在宅サービス課 
　 4200-2650） 
s地区計画の区域内における建築物に係る制
限に関する条例の改正 
　　小田栄西地区地区計画、新丸子東3丁目
地区地区計画及び鹿島田駅西部地区地区計
画の区域内における建築物に係る制限に関
し必要な事項を定めること等のため改正す
るもの 
　（　 まちづくり局建築情報課 4200-3081） 
s消防救慰金支給条例の改正 
　（　 消防局人事課 4223-2521） 
s消防団員等公務災害補償条例の改正 
　（　 消防局庶務課 4223-2501） 
s市立学校の設置に関する条例の改正 
　　はるひ野小学校及びはるひ野中学校を新
設するため改正するもの 
　（　 教育委員会教育施設課 4200-3269） 
s神奈川県後期高齢者医療広域連合を組織す

る地方公共団体の数の減少及び神奈川県後
期高齢者医療広域連合規約の変更に関する
協議 

　（　 健康福祉局福祉医療課 4200-2694） 
s市道路線の認定及び廃止 
　（　 建設局管理課 4200-2809） 
s橘高等学校の建物の取得 
　（　 教育委員会教育施設課 4200-3269） 
s平成19年度一般会計補正予算 
　（　 財政局財政課 4200-2179） 
s平成19年度公共用地先行取得等事業特別
会計補正予算 

　（　 総合企画局企画調整課 4200-2035） 

s平成19年度公債管理特別会計補正予算 
　（　 財政局財政課 4200-2179） 
s政治倫理の確立のための川崎市長等の資
産等の公開に関する条例の改正 

　（　 総務局行政情報課 4200-3656） 
s監査委員の選任 
　奥宮京子氏を選任するもの 
　（　 総務局人事課 4200-2125） 
s議員提出議案第4号 政治倫理の確立のた
めの川崎市議会の議員の資産等の公開に
関する条例の改正 

　（　 議会事務局調査課 4200-3378） 
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s「議案第74号 川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の
一部を改正する条例の制定について」に対する附帯決議 
　①土壌汚染については、住民の不安を取り除くために、早急に対応することを県に求
　めること。 

　②旧神奈川県立川崎南高校の跡地利用については、商業者を含めた住民の意向を
　踏まえ、市は関係地権者と調整を進めること。 

 
 
s義務教育費の財源確保等に関する意見書 
sウイルス性肝炎の総合的施策の推進を求める意見書 
s異常気象による災害対策や地球温暖化対策の強化・拡充を求める意見書 
s社会保険庁による年金問題の早期解決を求める意見書 

可　決　し　た　附　帯　決　議 

議　決　し　た　請　願 

可　決　し　た　意　見　書 

議　決　し　た　議　案 

議　案　の　紹　介 

　市議会では、市政への意見や要望を請願、陳情として受理しています。 
① 請　願 
　1人以上の市議会議員の紹介が必要です。委員会で審査を行い、採択・不採択の結論
が出たものについて、本会議に諮り、結果を請願者へ通知します。 
② 陳　情 
　市議会議員の紹介を必要としません。委員会で審査を行い、採択・不採択の結論が出
たものについて、結果を陳情者に通知します。 
  
　請願・陳情の書式に決まりはありませんが、市議会ホームページから参考様式がダウ
ンロードできます。また、提出された請願書、陳情書は公表されます。 
●問い合わせ先　議会事務局議事課議事係 4（044）200-3371

① 本会議 
　第2庁舎1階守衛室で、当日先着順（100名）に住所、氏名、年齢を記入していただき、
傍聴券を交付します。車椅子で傍聴することもできます。 

② 予算・決算審査特別委員会 
　第2庁舎5階市議会事務局で、当日先着順（100名）に住所、氏名、年齢を記入していた
だき、傍聴券を交付します。委員会の許可があった後、入室し傍聴できます。車椅子で傍聴
することもできます。 

③ 常任委員会（総務・市民・健康福祉・まちづくり・環境） 
　第2庁舎5階市議会事務局で、当日先着順に住所、氏名、年齢を記入していただき、傍聴
券を交付します。その後指定の控室で待機していただき、各委員会の許可があった後入室
し傍聴できます。（現地視察は対象外です。） 
　なお、団体傍聴の場合は、傍聴席数の準備の関係上、事前に御相談ください。 

議会傍聴の御案 内  

議会事務局庶務課庶務係 4（044）200-3354（受付関係） 
議会事務局議事課議事係 4（044）200-3371（開催日時・議題など） 

心身障害者総合リハビリテーションセンター条例の改正 
■ 議案の賛否状況（各会派別） 

●市長提出議案 

●議員提出議案  
 

　この改正は、北部リハビリテーションセンターを新設するために行われたものです。 
北部リハビリテーションセンターは、以下の3つの機能を併せ持つ障害者複合施設です。 

①百合丘障害者センター 
　障害者が身近なところで専門的な相談や医学的診断、機能回復訓練、補装具相談な
ど専門的なケアが受けられる地域拠点としての業務と、障害者更生相談所と精神保健
福祉センターのブランチ的な業務を行います。 

②百合丘日中活動センター 
　市北部における障害者の就労支援の拠点として、障害者自立支援法上の日中活動系
のサービスを提供する業務を行います。 

③百合丘地域生活支援センター 
　障害者の交流の場を提供し、日
常生活に必要な相談や支援を行
うことにより、生活の質の向上や
社会参加の促進を図る業務を行
います。 
 
　なお、北部リハビリテーションセ
ンターとの合築で、百合丘老人い
こいの家も併せて整備されます。 
 
●位置　麻生区百合丘2-8-2 
●開設予定　平成20年4月 

郵政民営化法等の施行に伴う関係条例
の整備に関する条例の制定 　 
地方公務員の育児休業等に関する法律
の一部を改正する法律の施行に伴う関係
条例の整備に関する条例の制定 　 
市職員退職年金条例等の改正 　 
財産条例の改正 　 
市税条例の改正 　 
手数料条例の改正 　 
心身障害者総合リハビリテーションセン
ター条例の改正 　 
老人いこいの家条例の改正 　 
地区計画の区域内における建築物に係る
制限に関する条例の改正 　 
議案第74号に対する附帯決議 　 
消防救慰金支給条例の改正 　 
消防団員等公務災害補償条例の改正 　 
市立学校の設置に関する条例の改正 　 
神奈川県後期高齢者医療広域連合を組
織する地方公共団体の数の減少及び神
奈川県後期高齢者医療広域連合規約の
変更に関する協議 　 
市道路線の認定及び廃止 　 
橘高等学校の建物の取得 　 
平成19年度一般会計補正予算 　 
平成19年度公共用地先行取得等事業特
別会計補正予算 　 
平成19年度公債管理特別会計補正予算 　 
政治倫理の確立のための川崎市長等の
資産等の公開に関する条例の改正 　 
監査委員の選任 
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政治倫理の確立のための川崎市議会の
議員の資産等の公開に関する条例の改正 第4号  

●問い合わせ先 

審査結果 件　　名 
受理年月日  
付託委員会  

請　願 

第1号 

請　願 

第2号 

s（仮称）溝の口末長共同住宅建設
による被害軽減のための計画変
更を求める請願 
 
s義務教育に係る国による財源確
保と、30人以下学級の実現を図り、
教育の機会均等と水準の維持向
上並びに行き届いた教育の保障
に関する請願  

19年6月6日 

  総務委員会  

19年5月21日 

まちづくり委員会  
採　　択 

趣旨採択 

完成予想図 

新 潟 県 中 越 沖 地 震 被 災 者 へ の 支 援  
　地震による被災者を支援するため、川崎市議会議員団（63人）を代表して、正副
議長が7月31日に新潟県東京事務所を訪問し、義援金63万円を贈りました。 


